
 

こ保運第 2041 号 

平成 30 年 1 月 18 日 

認可保育所設置者         様 

認定こども園設置者        様 

小規模保育事業Ａ型・Ｂ型設置者  様 

事業所内保育事業設置者      様 

横浜市 こども青少年局 保育・教育運営課長 

 

 

平成 30 年度の休日保育について（依頼） 

 

 時下 ますます御清祥のこととお喜び申し上げます。 

 日頃より、本市の保育行政に御協力いただきましてありがとうございます。 

 平成 28 年度より、休日保育は通常保育の加算分として「運営費の給付化による休日保育」（以下「休

日保育」）を行っています。 

 また、休日の一時保育（以下「休日一時保育」）についても継続して実施しますので、「休日保育」及

び「休日一時保育」の実施について意向の確認を行います。 

つきましては、御多用のところ恐縮ですが、平成 30 年４月１日より「休日保育」及び「休日一時保育」

の実施を希望する施設・事業者におかれましては、意向確認書のご提出をお願いいたします。 

 また、実施しない施設・事業者におかれましても、「休日保育」・「休日一時保育」を実施する場合の課

題等ご意見がございましたら、意向確認書へご記入のうえご提出をお願いいたします。 

 

１ 依頼内容 

別添「平成 30 年度休日保育について」をご確認のうえ、「子ども・子育て支援新制度における休日

保育意向確認書」をご提出ください。 

 

２ 提出期限 

平成 30 年２月 16 日（金）期限が短く申し訳ありません。 

 

３ 提出方法 

  ＦＡＸまたは郵送にて送付をお願いします。 

 

４ 提出先 

横浜市  こども青少年局  保育・教育運営課 休日保育・休日一時保育担当 

〒231-0017 横浜市中区港町１－１ ＦＡＸ ０４５－６６４－５４７９ 

 

５ 平成 30 年度休日保育・休日一時保育の利用案内について 

  平成 30 年度の利用案内を送付しますので、平成 30 年度の利用を希望する方へ周知をお願いいたし

ます。 

※平成 30 年度の利用案内は 1月下旬頃から、市ホームページに掲載します。 

URL: http://www.city.yokohama.lg.jp/kodomo/unei/kosodate/kyuujitsu.html 

 

 

    

   

 

 

 

裏面あり 



 

 

 

６ 添付資料 

（１）平成 30 年度 休日保育について 

 （２）子ども・子育て支援新制度における休日保育 意向確認書 

 （３）平成 30 年度 休日保育・休日の一時保育ご案内 

 

７ その他 

  新規実施を希望する施設・事業所へは、「休日保育に関する説明会」を行う予定です。詳細は別途、

新規実施を希望する施設・事業所へご連絡します。 

 

担 当：こども青少年局 保育・教育運営課      

矢原・渥美 

電  話：０４５－６７１－３５６４ 

ＦＡＸ：０４５－６６４－５４７９ 



平成 30 年度 休日保育について 

 

 
※休日保育を実施する施設・事業は、認可保育所・認定こども園（保育認定）・小規模保育

事業Ａ型及びＢ型・事業所内保育事業です。 
※休日とは日曜・祝日・年末年始とします。（この資料の「平日」には土曜日も含みます。） 

 
子ども・子育て支援新制度においては、児童の利用する曜日や時間帯によって、保育の

提供の仕方に差が生じないよう、休日の保育も従来の特別保育という位置づけから、通常

保育の加算分として整理・給付化がなされました。 
本市では、平成 28 年度より通常保育の加算分として「運営費の給付化による休日保育」

（以下「休日保育」）を行っています。 
また、特別保育の「休日の一時保育」（以下「休日一時保育」）についても、「休日保育」

とあわせて実施をお願いしたいと考えておりますので、「休日保育」と「休日一時保育」の

運営基準について以下のとおり、お示しします。 

  
 

１ 「休日保育」と「休日一時保育」の運営基準 

 休日保育 休日一時保育 

利用児童 ・２号または３号の支給認定を受けていて、

平日に認可保育所・認定こども園（保育利

用）・小規模保育事業Ａ型、Ｂ型、Ｃ型・家庭

的保育事業・事業所内保育事業（地域枠）を

利用している児童 

・左記に該当しない児童で、（１）～（３）に

該当する児童 

（１）仕事（就労・就学、職業訓練など）の都

合により、休日に保育が必要 

（２） 病気や怪我、入院、冠婚葬祭への出席

など、やむを得ない理由により、緊急一時的に

休日に保育が必要 

（３）保護者の育児疲れの解消を図るため、休

日に保育を必要 

なお、左記に該当する児童でも、平日の要件

と異なる要件で休日の保育を利用する場合は

休日一時の利用となります。 

利用要件 ・休日に保育を必要とすることとします。（平

日の要件と同じとします。平日の要件以外は

一時保育とします。） 

・主に、支給認定を受けていない児童で休日に

非定型就労、緊急、リフレッシュ保育を必要と

することとします。 

開所時間 

、開所日 

・11 時間以上開所とし、各施設で定めます。 

・保育時間（８時間）と保育時間（11 時間）を定めます。 

・原則、すべての日・祝日・年末年始とします。 

ただし、行事等で受入が困難な場合、あらかじめ申出し、利用月の２か月前までに市民に周

知をした日に限り、休日の保育を実施しないことができるものとします。 



 休日保育 休日一時保育 

利用料 ・通常の利用料に含まれるものとします。（休日

給付の追加利用料はかかりません。） 

・８時間認定及び 11 時間認定児童が認定時間を

超えて利用する場合は延長保育料の徴収を可能

とします。 

・休日一時の利用料の徴収を可能とします。 

※料金設定は平成 29 年度の現行制度と同等

とすることで検討しています。 

・基本保育時間を超える時間の利用は延長保

育料の徴収をします。 

・キャンセル料をとることも可能とします。 

保育士配

置 

・平日の保育と同様の市基準の保育士配置を満

たすこととします。 

（平日の乳児の利用定員が４名以上の施設にお

いては看護師、保健師、准看護師も可とします。） 

なお、開所時間中に子どもがいない場合には、

必ずしも基準の保育士配置は必要ないものとし

ます。ただし、子どもが登園した時点で市基準

の保育士配置がとれるようにしておくこととし

ます。 

 

・必要となる保育従事者の 1/2 以上かつ最低

１名は、保育士で可能とします。ただし、保

育士資格のない保育従事者は子育て支援員研

修の受講が必要です。 

週７日目

利用 

・週６日利用とします。 

・やむを得ず利用する場合は、休日一時として

週７日目利用を可能とします（この場合は利用

料がかかります）。 

・週７日目の利用も可とします。 

給食の提

供 

・給食の実施。ただし、保護者の同意を得て弁

当持参も可能とします。 

・給食の実施。その場合は別途給食代の徴収

を可とします。ただし、保護者の同意を得て

弁当持参も可能とします。 

申込み方

法 

・平日利用の施設をとおして申出し、その後保

護者が直接施設へ申込みます。 

・利用登録後に、利用申込みが必要です。 

・休日保育実施施設へ直接申し込みます。 

・利用登録後に、利用申込みが必要です。 

利用決定 ・市が示すガイドラインにより、施設が利用を

判断します。 

 

・各施設が利用を判断します。 

 

必要書類 

 

 

 

 

 

・休日保育利用登録申請書 

・休日保育児童状況確認書（児童の普段の様子

を記入） 

・休日就労（予定）証明（申告）書 

・支給認定証の写し 

・休日保育利用申込兼代替休日取得状況申出書 

・児童家庭状況調書 

・利用確認書（平日利用施設の在園証明） 

 

申込期日 

 

 

・全施設、申込期日を統一とします。原則、利

用月の前月の１０日まで、１０日以降空きがあ

れば随時申込みを可能とし、期日は各施設で定

めます。（申込み締切日以降は、保育士の配置等

の対応ができない場合は受入を断ることができ

ることとします。） 

・原則利用日の７日前まで。申込開始日は各

施設で定めます。 

利用定員 ・施設ごとに利用定員を設定します。 

 ただし、○名程度とし、日によって受入人数

が異なることも可とします。 

・利用定員は設定しません。 

 



２ 休日保育（「休日保育」と「休日一時保育」）運営費のモデル試算 

 

＜休日保育＞ 

【試算条件】保育所を例とする。 

 開所日数 6 日／月 72 日／年間  開所時間 11 時間  加算率 10％  

 休日給付受入児童数 5 人／日  360 人／年間延べ利用子ども数   

施設の各月初日の平日利用子ども数 100 人（休日等に保育を利用しない子どもを含む。） 

                                  ※本試算では便宜的に、毎月 100 人と仮定しています。 

【公定価格の休日保育加算試算】 

※単価は平成 29 年度の単価であり、平成 30 年度の単価は変更になることがあります。 

 月額 341,100 ＋（3,410×10）= 375,200 円÷100 人（※） ＝3,750 円（10 円未満端数切捨て） 

※当該施設の各月初日の平日利用子ども数で除して得た額を子ども１人当たりの加算額とします。

（10 円未満端数切捨て） 

 

 月額 3,750 円×100 人＝375,000 円（月額運営費） 

 年額 375,000 円×12 か月＝4,500,000 円（年額運営費） 

 

公定価格の休日保育加算に加え、市独自助成として平日同様の市配置基準を確保するための加算

や自園調理の実施をしている場合の加算や障害児等を受け入れる場合の加算があります。 

また、延長保育を実施している場合の助成もあります。 

ここでの単価は平成 29 年度の単価です。平成 30 年度の単価は予算編成の中で検討し、市会での議

決を経て確定します。 

 

（参考）公定価格の休日保育加算単価表 

休日保育の年間延べ

利用子ども数（人） 

単価 

（円/月額） 

処遇改善等 

加算（円/月額） 

休日保育の年間延べ 

利用子ども数（人） 

単価 

（円/月額） 

処遇改善等 

加算（円/月額） 

～ 210 250,700 2,500 ×加算率 630 ～ 699 485,700 4,850 ×加算率 

211 ～ 279 268,700 2,680 ×加算率 700 ～ 769 521,900 5,210 ×加算率 

280 ～ 349 304,900 3,040 ×加算率 770 ～ 839 558,100 5,580 ×加算率 

350 ～ 419 341,100 3,410 ×加算率 840 ～ 909 594,200 5,940 ×加算率 

420 ～ 489 377,200 3,770 ×加算率 910 ～ 979 630,400 6,300 ×加算率 

490 ～ 559 413,400 4,130 ×加算率 980 ～ 1,049 666,600 6,660 ×加算率 

560 ～ 629 449,600 4,490 ×加算率 1,050 ～ 702,700 7,020 ×加算率 

 

 

 



＜休日一時保育＞ 

※ここでの単価は平成 29 年度の単価です。平成 30 年度の単価は予算編成の中で検討し、市会での議

決を経て確定します。 

 

【試算条件】 

 開所日数 6 日／月 72 日／年間  開所時間 11 時間   

 休日一時保育受入児童数 3 人／日   

216 人／年間延べ利用子ども数（内訳 3 歳未満 108 人、3 歳以上 108 人）   

 

【運営費試算】 

基本分 1 日 28,570×72 日＝2,057,040 円（年額）（Ａ） 

 

利用児童加算 3 歳未満 5,930×108 人＝640,440 円 

        3 歳以上 2,820×108 人＝304,560 円 

                 合計 945,000 円（年額）（Ｂ） 

 

利用料収入（8 時間＋延長保育 3 時間＝11 時間で試算） 

3 歳未満 4,560×108 人＝492,480 円 

        3 歳以上 2,490×108 人＝268,920 円 

                 合計 761,400 円（年額）（Ｃ） 

  

 総合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 3,763,440 円（年額） 

 
 



子ども・子育て支援新制度における休日保育 意向確認書 

 

平成 30 年４月１日より「休日保育」及び「休日一時保育」を実施する施設・事業所は、 

以下をご記入のうえ、平成 30 年２月 16 日（金）までに 

ＦＡＸ（０４５－６６４－５４７９）または 

郵送（〒231-0017 横浜市中区港町１－１）にて 

こども青少年局保育・教育運営課 休日保育・休日一時保育担当あてにご提出ください。 

 

また、実施しない施設・事業所におかれましても、「休日保育」・「休日一時保育」を実施

する場合の課題等ご意見がございましたら、ご提出をお願いいたします。 

 

施設所在

区名：   

 

区 

施設名： 

法人名： 

確認書記入担当者名：                    

連絡先電話番号：                      

※確認書の内容について、ご連絡する場合があります。 

 

※ 子ども・子育て支援新制度における「休日保育」（以下「休日保育」）及び「休日の一時保

育」（以下「休日一時保育」）の実施について、以下の設問にご回答ください。 

 

設問１ 平成 30 年４月１日から、「休日保育」・「休日一時保育」を実施しますか。 

 

  □「休日保育」・「休日一時保育」両方を実施する  →（設問２、３、４、６へ） 

  □「休日保育」のみ実施する           →（設問２、３、６へ） 

  □「休日一時保育」のみ実施する         →（設問４、６へ） 

  □「休日保育」・「休日一時保育」両方を実施しない →（設問５、６へ） 

 

設問２「休日保育」の利用児童数（１日に受け入れできる児童数＝定員）は、何人程度ですか。 

   ※「休日一時保育」の利用児童数は含みません。 

（        ）人程度 

 

設問３「休日保育」の開所時間、保育時間（８時間）、保育時間（11 時間）をご記入ください。 

 

 開始時刻 終了時刻 

開所時間 : : 

保育時間（８時間） : : 

保育時間（11 時間） : : 

 
次ページへ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



子ども・子育て支援新制度における休日保育 意向確認（2 ページ目） 

 

【参考】 

開所時間 ・・・ 延長保育の時間帯を含めた、利用可能な時間帯です。 

 

保育時間（８時間） ・・・ 短時間認定の子どもの最大で利用可能な時間帯です。子どもの生活リズムや

保育カリキュラムを考慮し、概ね児童全員がそろって保育を受ける時間帯としても

らうことを基本とします。 

 

保育時間（11 時間） ･･･ 標準時間認定の子どもの最大で利用可能な時間帯で、保育時間（８時間）を含

む 11 時間です。 
 

 

設問４「休日一時保育」の開所時間をご記入ください。 

    ※「休日保育」とあわせて実施する場合は、１１時間開所を原則としますが、「休日

一時保育」のみ実施の場合は、最低限８時間は開所してください。 

 

 開始時刻 終了時刻 

開所時間 : : 

 

設問５「休日保育」「休日一時保育」について、「実施する場合の課題」等がございましたら、

ご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設問６「休日保育」「休日一時保育」について、ご意見等ございましたら、ご記入ください。 
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